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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 
 

 １．商号 

   安 藤 証 券 株 式 会 社 

（英文商号） （Ａｎｄｏ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．） 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

    平成１９年 ９月 30日   （東海財務局長（金商）第１号） 

 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

 

年   月 沿     革 
明治４１年 ３月 

昭和１９年 ４月 

 

昭和２３年 １月 

昭和２８年１０月 

昭和３３年 ８月 

昭和３３年１１月 

昭和３４年 ４月 

昭和３４年 ５月 

昭和３６年 ７月 

昭和３７年１０月 

昭和５２年１２月 

昭和５４年 ７月 

昭和５９年１０月 

昭和６０年 ９月 

昭和６１年 ６月 

昭和６２年 ３月 

昭和６２年 ８月 

昭和６２年 ９月 

昭和６３年 ４月 

昭和６３年 ５月 

平成 ２年 ８月 

平成１４年  ３月 

平成１５年  ２月 

平成１５年１１月 

平成１６年１０月 

 

平成１９年 ５月 

平成２０年 ９月 

平成２０年１２月 

平成２１年 ９月 

平成２２年 ５月 

平成２４年 ３月 

平成２５年１２月 

平成２８年 １月 

平成２８年 ２月 

平成２８年 ６月 

安藤商店を創業 

安藤証券株式会社を設立 

本店を東京、支店を名古屋に設置 

渡部証券を合併し大阪支店を設置 

本店を名古屋に移し東京を支店に変更 

大野営業所を設置(Ｓ60.7 大野支店に昇格) 

尾張横須賀営業所を設置 

知立営業所を設置(Ｓ59.10 知立支店に昇格) 

阿佐谷営業所を設置(Ｓ62.9 阿佐谷支店に昇格) 

小牧営業所を設置(Ｓ60.7 小牧支店に昇格) 

名古屋駅前営業所を設置(Ｓ59.10 名古屋駅前支店に昇格) 

西尾営業所を設置(Ｓ60.7 西尾支店に昇格) 

大垣営業所を設置(Ｈ2.3 大垣支店に昇格) 

尾張横須賀営業所を東海支店に変更 

豊田支店を設置 

半田支店を設置 

藤が丘営業所を設置(Ｈ1.7 藤が丘支店に昇格) 

塚口営業所を設置(Ｈ1.10 塚口支店に昇格) 

野並営業所を設置(Ｈ1.7 野並支店に昇格) 

岩倉営業所を設置(Ｈ1.7 岩倉支店に昇格) 

高畑営業所を設置(Ｈ1.7 高畑支店に昇格) 

常滑支店を設置 

大野支店を常滑支店に統合 

東京支店営業部を設置  

大阪支店を移転 

東京支店を移転（東京支店を東京本部へ名称変更） 

              （東京支店営業部を東京支店へ名称変更） 

塚口支店を移転 

阿佐谷支店を移転 

豊田支店を移転 

沖縄営業所を設置 

野並支店を移転（野並支店を徳重支店へ名称変更） 

名古屋駅前支店を移転 

大阪支店を移転 

知立支店を移転 

名古屋駅前支店を移転 

西尾支店仮店舗へ移転 
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平成２９年 ４月 

平成２９年１１月 

西尾支店仮店舗から移転 

徳重支店土地の名称及び地番変更 

 

 

  (2) 経営の組織 

    「組織図」に記載のとおり 

 

 
 

 

４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主

等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．大和興業株式会社 

株 

12,111,895 

％ 

84.69 

２．渡部 守隆 197,418 1.37 

３. 安藤 敏行 141,000 0.98 

４．永田 範子 139,208 0.97 

５．株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 120,000 0.83 

６．安藤 健造 108,288 0.75 

７．安藤 輝良 97,000 0.67 

８．高橋 宗孝 88,248 0.61 

９．高橋 伸成 88,248 0.61 

10．高橋 明弘 88,248 0.61 

その他（43名） 1,127,110 7.91 

計 53名 14,306,663 100.00 

    （注） 上記株主の状況には、自己名義株式は含まれておりません。 

        割合は、小数点 3桁以下を切り捨てて記載しております。 
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 ５．役員の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 
常勤・非常勤の

別 
取締役社長 安藤 敏行 有 常勤 

取締役 北原 正義 無 常勤 

取締役 遠田 繁 無 常勤 

取締役 金井 俊明 無 常勤 

監査役 牧田 三彦 無 常勤 

監査役 岡田 元男 無 非常勤 

監査役 武田 金雄 無 非常勤 

 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 
小島 達久 常務執行役員管理本部長 

  

  

 

 

 ７．業務の種別 

業 務 の 種 別 
① 金融商品取引法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

② 金融商品取引法第 28条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務 

③ 金融商品取引法第 28条第 1項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

④ 金融商品取引法第 28条第 1項第 3号ハに掲げる行為に係る業務 

⑤ 有価証券等管理業務 

 

 

 

 

金融商品取引業付随業務 

 業 務 の 種 類        

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の 

支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 
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⑩ 他の事業者の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談に応じ、   

又はこれらに関し仲介を行うこと 

⑪ 他の事業者の経営に関する相談に応じること 

⑫ 通貨その他デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引を除く）に関連する資産とし

て政令に定めるものの売買又はその媒介、取り次ぎ若しくは代理 

⑬ 譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するものを除く）の売買又はその媒介、取り次

ぎ若しくは代理 

 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる

営業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

 

本店 

〒 460－8619     

 名古屋市中区錦３丁目２３－２１ 

名古屋駅前支店 
  名古屋市中村区名駅３丁目２８番１２号          

        （大名古屋ビルヂング１６階） 

知立支店   知立市栄１丁目８番地 （なるせビル５階） 

東海支店   東海市横須賀町４の割２９ 

小牧支店   小牧市中央１丁目１８１ 

大垣支店   大垣市東外側町２丁目８ 

西尾支店   西尾市本町１－３ 

豊田支店   豊田市十塚町４丁目４０ 

半田支店   半田市出口町１丁目１３０－１ 

藤が丘支店   名古屋市名東区明が丘１１３ 

徳重支店   名古屋市緑区元徳重１－４０１ ユメリア徳重２階 

岩倉支店   岩倉市栄町１丁目１１７ 

高畑支店   名古屋市中川区高畑１丁目２４１ 

常滑支店   常滑市鯉江本町５丁目１６０ 

東京本部   東京都港区赤坂１丁目１２番３２号 ア－ク森ビル１４階 

東京支店   東京都中央区日本橋兜町１０－３ 

阿佐谷支店   東京都杉並区阿佐谷南３丁目１－２３ 

大阪支店   大阪市中央区北浜１－８－１６ 大阪証券取引所ビル１０階 

塚口支店   尼崎市塚口町１丁目１５－１３ 

沖縄営業所 沖縄県名護市字豊原１８１番地 みらい３号館２階 

 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

① 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

② 保険業法第 2条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

③ 自ら所有する不動産の賃貸 

④ 他の事業者の業務に関する広告又は宣伝を行う業務 

⑤ 匿名組合契約の媒介等に係る業務 

  ⑥ 当社の顧客に対し他の事業者の斡旋又は紹介を行う業務 
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１０.苦情処理及び紛争解決の体制 

金融商品取引契約（金融商品取引法第34条第１項に規定する金融商品取引契約をいう。）の締結及びこれ

に付随する業務に関しての苦情処理等は、各営業単位の所属長又は所属長が指名する者において受け付ける。      

また、業務委託している業務に関する苦情等については、業務委託責任部署において委託先から連絡を受け

る。 

苦情等の申出を受けた場合、遅滞なくその概要を営業部長（紛争にあっては管理部長）に報告し速やかに各

営業単位の所属長等と協力して苦情・紛争の解決に努め適切な処置を講じる。 

  また、金商法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講じるほか金商法第37条の7第１項

第１号ロに規定する苦情処理措置及び紛争解決措置として、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせ

ん相談センターに業務委託を利用する措置を講じることとする。 

 

 手続き実施基本契約を締結している指定紛争解決機関 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 

 １１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 

日本証券業協会 

 

   

 

 １２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所、外国金融商品取引所の名称又は商号 

 

   （株）東京証券取引所 

   （株）大阪取引所 

   （株）名古屋証券取引所 

    シンガポール証券取引所 

 

 １３．加入する投資者保護基金の名称 

 

    日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 
 １．当期の業務の概要 
当事業年度におけるわが国経済は、地方の公示地価が 26年ぶりに上昇したことに象徴されるように、四半

世紀ぶりにデフレを脱却しインフレへの時代に移行しつつあります。   

海外においては、5 月の仏大統領決選投票でマクロン候補が圧勝し、EU の政治的な波乱の可能性が遠のき

ました。6 月には、ドラギ ECB 総裁が「インフレ圧力がデフレ圧力にとって代わりつつ」あると金融政策転

換を示唆する発言もあり、EU経済が、米国の周回遅れで回復しつつあることを印象づけました。主要国・地

域の景気が回復・拡大基調となる一方、物価上昇率は低迷を続けたことから、緩和的な金融政策の縮小は穏

やかなペースにとどまるとの見方が強まるなど、「適温相場」と称される状況で株価上昇が続きました。特に

米国では、米連銀の保有資産の縮小開始の決定や３回の利上げがありましたが、税制改革法案の成立等によ

り主要株価指数の最高値更新が繰り返されました。       

１月米雇用統計で時間あたりの賃金上昇が予想を上回り、米国長期金利が大幅に上昇しました。 

かかる経済情勢を背景に、日経平均株価は、本年度を通じて堅調な推移を見せました。期初日において、

18,909円 26銭で始まり、企業の好決算に加えて 10月の衆議院選挙で連立与党が大勝したことを機に、海外

投資家の買いが活発化したことなどから、日本株式は階段状の上昇を続け、10 月には史上最長となる 16 連

騰をし、さらには、11月 6日は、26年ぶりにバブル崩壊後の高値を超えて、ザラ場で一時 2万 3千円台を付

けました。翌年 1月 23日には、年度高値である 24,129円 34銭をつけましたが、米国利上げピッチの速度が

高まる懸念や米中貿易摩擦激化への懸念も広まって、株式市場は調整局面に入り、期末終値は、21,454円 30

銭となりました。    

このような一般情勢の下で、当社は、お客さまにインフレに負けないポートフォリオ構築を目指して、株

式営業の強化や、他社商品とは顕著な差別化を図った投資信託及び外貨建債券を含めた総合的な営業活動を

して参りました。       

また、当社は、社会貢献活動をより発展的に実践するために、11月に有明コロシアム・同テニスの森にお

いて開催されました国際テニス連盟公認・女子テニストーナメント「安藤証券オープン 2017」へ特別協賛し、

さらには 2020東京オリンピックに向けて強化選手を支援する活動も続けて参りました。    

本年 1月に安藤正敏代表取締役会長が逝去し、3月に東京と名古屋でお別れ会を執り行いました。 

当社の当期業績は、営業収益面においては、受入手数料は 2,894 百万円（前期比 20.7%）と増収、株式ト

レーディング益は、自己売買におけるトレーディング手法の多様化を行っておりますが、543 百万円（前期

比 △6.0%）と減収となりました。外債の顧客販売並びにポジションを管理しております債券トレーディング

益は、ポジションを抑制的に運用したため、1,374 百万円（前期比△29.6％）に減収となりました。金融収

益につきましては、受取配当金や受取収益分配金によって 1,070 百万円(前期比 18.3%)と増収で引続き高水

準でした。     

これらの結果、当事業年度の業績は、営業収益においては 5,854百万円と前期比 0.5%の増収となり、営業

利益は 618百万円（前期比 30.8％）、経常利益は 650百万円（前期比 25.3％）、当期純利益は 415百万円（前

期比 21.2％）と、それぞれ増益となりました。  
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２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

資本金 2,280 2,280 2,280 

発行済株式総数 15,180千株 15,180千株 15,180千株 

営業収益 6,304 5,822 5,854 

（受入手数料） 3,351 2,397 2,894 

 （（委託手数料）） 2,008 1,550 2,053 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

5 2 7 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱

い手数料）） 

605 204 136 

 （（その他の受入手数料）） 732 641 697 

（トレーディング損益） 1,796 2,520 1,889 

 （（株券等）） 946 578 543 

 （（債券等）） 868 1,954 1,374 

 （（その他）） △18 △12 △28 

純営業収益 6,183 5,745 5,789 

経常損益 564 519 650 

当期純損益 394 342 415 

 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

自   己 
（680） 

862,602 

（274） 

702,306 

（43） 

697,638 

委   託 
（172） 

441,391 

（981） 

331,837 

（265） 

415,837 

計 
（852） 

1,303,993 

（1,255） 

1,034,143 

（308） 

1,113,475 

                           （  ）内書は、外国有価証券 
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 ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の 

募集・売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の 取 扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平 

成 

28 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(59千株) 

98 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

(59千株) 

98 

(0千株)     

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

10 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,030 

  

0 

 

30 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

800 

《7,915》 

7,915 

 

0 

 

800 

 

0 

 

0 

 

0 

受益証券 
 

 

  

 

《1,491》 

129,546 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(59千株) 

1,928 

(0千株) 

7,915 

(0千株) 

0 

(59千株) 

130,484 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

平 

成 

29 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(61千株) 

94 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

（61千株） 

94 

(0千株)     

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

21 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,225 

  

0 

 

25 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

300 

《14,180》 

14,180 

 

0 

 

300 

 

0 

 

0 

 

0 

受益証券 
 

 

  

 

《114》 

103,282 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(61千株) 

1,619 

(0千株) 

14,180 

(0千株) 

0 

（61千株） 

103,722 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

平 

成 

30 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(44千株) 

64 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

（44千株） 

64 

(0千株)     

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

10 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,225 

  

0 

 

25 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

1,200 

《14,514》 

14,514 

 

0 

 

1,177 

 

0 

 

0 

 

0 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の 取 扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

受益証券 
 

 

  

 

《318》 

103,971 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(44千株) 

2,489 

(0千株) 

14,514 

(0千株) 

0 

（44千株） 

105,247 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

(0千株) 

0 

                          《     》内書は外国有価証券 

 

  (3) その他業務の状況 

 

  ①  金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

（単位：Ｋｇ,百万円） 

 販売 買取 

数量 金額 数量 金額 

平成 28年 3月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

平成 29年 3月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

平成 30年 3月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

 (  )内延べ取引 

 

 

②  譲渡性預金の預金証書の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 平成 28年 3月 平成 29年 3月 平成 30年 3月 

区分 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 

買入 0 0 0 0 0 0 

売却 0 0 0 0 0 0 

期末残高 0 0 0 0 0 0 

売買の媒介等 0 0 0 0 0 0 

受入手数料 0 0 0 0 0 0 

売買損益 0 0 0 0 0 0 

その他収益 0 0 0 0 0 0 
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③ 円建銀行引受手形の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 平成 28年 3月 平成 29年 3月 平成 30年 3月 

区分 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 

買入 0 0 0 0 0 0 

売却 0 0 0 0 0 0 

期末残高 0 0 0 0 0 0 

売買の媒介等 0 0 0 0 0 0 

 

 

④  保険業法第 2条第 22項に規定する保険募集 

積立利率変動型個人年金保険（シリウス） 

 

 平成２８年３月 平成２９年３月 平成３０年３月 

 件数 ＄保険料 件数 ＄保険料 件数 ＄保険料 

期末保有 13 340,000 12 310,000 11 270,000 

※「シリウス」の新規販売は平成 16年より中止 

 

積立利率変動型個人年金保険（レグルス） 

 平成２８年３月 平成２９年３月 平成３０年３月 

 件数 保険料 件数 保険料 件数 ＄保険料 

期末保有 43 634,270.47＄ 

20,000ユーロ 

5,000,000円 

40 587,523.75＄ 

20,000ユーロ 

5,000,000円 

17 416,322.10＄ 

20,000ユーロ 

5,000,000円 

 

※「レグルス」の販売は平成 16年より開始 現在新規加入はレグルスⅣ 

 

変額個人年金保険（北斗七星） 

※「北斗七星」の新規販売は中止 

 平成２８年３月 平成２９年３月 平成３０年３月 

 件数 円保険料 件数 円保険料 件数 円保険料 

期末保有 30 53,200,000 26 48,440,000 24 45,660,000 
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変額個人年金保険（北斗七星Ⅱ） 

 

 平成２８年３月 平成２９年３月 平成３０年３月 

 件数 円保険料 件数 円保険料 件数 円保険料 

期末保有 0 0 0 0 0 0 

 

※注意 1 通販専用の保険商品、団体保険、長期傷害保険、定期保険、その他については契約者の年齢、性別、加入コー

ス等により保険料が異なるため算出対象外。 

 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
288.1％ 294.6％ 320.7％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
18,765 17,696 20,052 

リスク相当額（Ｂ） 6,512 6,006 6,252 

 

市場リスク相当額 4,859 4,530 4,846 

取引先リスク相当額 201 173 186 

基礎的リスク相当額 1,451 1,303 1,219 

    

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

使用人 290 286 272 

（うち証券外務員） 286 276 263 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 
  

１．経理の状況 

  (1) 貸借対照表                        （単位：百万円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 Ｈ29.3 Ｈ30.3 科  目 Ｈ29.3 Ｈ30.3 

流動資産 

現金・預金 

預託金 

トレーディング商品 

株券 

債券 

受益 

その他 

約定見返勘定 

信用取引資産 

信用取引貸付金 

信用取引借証券担保金 

立替金 

短期差入保証金 

短期貸付金 

未収収益 

繰延税金資産 

その他の流動資産 

貸倒引当金 

流動資産計 

 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

器具・備品 

土地 

建設仮勘定 

無形固定資産 

電話加入権その他 

 

投資その他の資産 

投資有価証券 

子会社株式 

出資金 

長期貸付金 

長期差入保証金 

前払年金費用 

長期前払費用 

その他の投資等 

貸倒引当金 

固定資産計 

繰延資産 

 

4,412 

11,503 

6,502 

40 

5,120 

1,331 

9 

- 

5,473 

5,099 

373 

33 

2,001 

0 

197 

34 

194 

△0 

30,354 

 

 

1,805 

764 

100 

729 

210 

305 

305 

 

18,768 

18,037 

213 

1 

- 

241 

59 

1 

228 

△14 

20,878 

- 

 

8,759 

10,740 

3,822 

47 

2,424 

1,313 

37 

- 

6,792 

6,615 

177 

33 

2,312 

0 

158 

57 

95 

△0 

32,773 

 

 

1,721 

899 

89 

729 

3 

244 

244 

 

20,941 

20,185 

213 

1 

- 

239 

105 

0 

211 

△14 

22,908 

- 

流動負債 

 トレーディング商品 

 約定見返勘定 

信用取引負債 

信用取引借入金 

信用取引貸証券受入金 

預り金 

受入保証金 

短期借入金 

未払費用 

未払法人税等 

賞与引当金 

役員賞与引当金 

その他の流動負債 

流動負債計 

 

固定負債 

長期借入金 

繰延税金負債 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

その他の固定負債 

固定負債計 

引当金 

金融商品取引責任準備金 

 

引当金計 

 

12 

843 

4,217 

3,742 

474 

9,942 

1,760 

2,100 

122 

36 

92 

142 

12 

19,283 

 

 

- 

3,071 

- 

1,036 

125 

4,233 

 

40 

 

40 

 

29 

956 

5,722 

5,420 

301 

9,300 

1,878 

2,100 

121 

251 

120 

181 

61 

20,722 

 

 

- 

3,698 

- 

1,367 

122 

5,188 

 

36 

 

36 

負 債 合 計 23,557 25,946 

純 資 産 の 部 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金 

利益準備金 

任意積立金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

自己株式 

評価・換算差額金 

その他有価証券評価差額金 

20,611 

2,280 

- 

- 

18,682 

375 

260 

260 

18,047 

△350 

7,063 

7,063 

20,912 

2,280 

- 

- 

18,983 

375 

260 

260 

18,348 

△350 

8,821 

8,821 

純資産合計 27,675 29,734 

資産合計 51,232 55,681 負債・純資産合計 51,232 55,681 
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  (2) 損益計算書 

                             （単位：百万円） 
科    目 Ｈ29.3 Ｈ30.3 

経 

常 

損 

益 

の 

部 

営 

業 

損 

益 

の 

部 

 

営 業 収 益 

受入手数料 

金融収益 

トレーディング損益 

 

金 融 費 用 

 

純 営 業 収 益 

 

営 業 費 用 

販売費・一般管理費 

 

 

5,822 

2,397 

904 

2,520 

 

76 

 

5,745 

 

5,273 

5,273 

 

5,854 

2,894 

1,070 

1,889 

 

65 

 

5,789 

 

5,170 

5,170 

 

営 業 利 益 472 618 

営

業 

外

損    

益

の 

部 

 

営 業 外 収 益 

 

営 業 外 費 用 

 

47 

 

1 

 

33 

 

1 

経 常 利 益 519 650 

特 

別 
損 

益 

の 

部 

 

特 別 利 益 

臨時利益 

  投資有価証券売却益 

 

特 別 損 失 

投資有価証券評価減 

臨時損失 

投資有価証券売却損 

 

36 

36 

- 

 

82 

- 

82 

- 

 

0 

- 

0 

 

44 

0 

43 

1 

 

税  引  前  当  期  純  利  益 472 605 

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 102 357 

法  人  税  等  調  整  額 27 △166 

当  期  純  利  益 342 415 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

    

   （自 平成 28年 4月 1日から平成 29年 3月 31日まで）    （単位：百万円） 
 株      主     資      本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
その他  

資本剰余金 

資本剰金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途 

積立金 

繰越 

利益剰余金 

平成 28 年 4 月 1 日残高 2,280 - - - 375 260 17,776 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △71 

利益剰余金間の振替額        

当期純利益       342 

資本剰余金の振替額        

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

 

 

      

事業年度中の変動額合計       271 

平成 29 年 3 月 31 日残高 2,280 - - - 375 260 18,047 

 
  株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金

合計 

 

自己株式 株主資本 

合計 

そ の 他  

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成 28 年 4 月 1 日残高 18,411 △350 20,340 7,279 7,279 27,620 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当 △71  △71   △71 

利益剰余金間の振替額       

当期純利益 342  342   342 

資本剰余金の振替額       

自己株式取得       

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

    

△216 

 

△261 

 

△216 
事業年度中の変動額合計 271  271 △216 △216 54 

平成 29 年 3 月 31 日残高 18,682 △350 20,611 7,063 7,063 27,675 

  

   （自 平成 29年 4月 1日から平成 30年 3月 31日まで）    （単位：百万円） 
 株      主     資      本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途 

積立金 

繰越 

利益剰余金 

平成 29 年 4 月 1 日残高 2,280 - - - 375 260 18,047 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △114 

利益剰余金間の振替額        

当期純利益       415 

資本剰余金の振替額        

自己株式取得        

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

 

 

      

事業年度中の変動額合計       300 

平成 30 年 3 月 31 日残高 2,280 - - - 375 260 18,348 
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 株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金

合計 

 

自己株式 
株主資本 

合計 

 

そ の 他  

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成 29 年 4 月 1 日残高 18,682 △350 20,611 7,063 7,063 27,675 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当 △114  △114   △114 

利益剰余金間の振替額       

当期純利益 415  415   415 

資本剰余金の振替額       

自己株式取得       

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

    

1,758 

 

1,758 

 

1,758 
事業年度中の変動額合計 300  300 1,758 1,758 2,059 

平成 30 年 3 月 31 日残高 18,983 △350 20,912 8,821 8,821 29,734 

 

 

 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                          （単位：百万円） 

（平成 29年 3月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

三菱東京 UFJ銀行 500 

三井住友銀行 100 

名古屋銀行 500 

中京銀行 500 

愛知銀行 500 

 

 

 

（平成 30年 3月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

三菱東京 UFJ銀行 500 

三井住友銀行 100 

名古屋銀行 500 

中京銀行 500 

愛知銀行 500 
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 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 0 0 0 0 0 0 

 (2) 債券 0 0 0 0 0 0 

 (3) その他 0 0 0 0 0 0 

２．固定資産       

 (1) 株券 580 11,168 10,588 576 13,701 13,124 

 (2) 債券 1,084 987 △96 1,084 1,101 16 

 (3) その他 6,473 6,139 △334 6,101 5,645 △455 

合   計 8,138 18,295 10,157 7,762 20,448 12,686 

   

 

 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株式 

（単位：百万円） 

 
平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．株価指数先物取

引 
      

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．株価指数オプシ

ョン取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 
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    ② 債券 

（単位：百万円） 

 
平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．債券先物取引       

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．債券オプション取

引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

      

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 
平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．有価証券先渡取引       

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．有価証券店頭指数

等先渡取引 
      

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

３．有価証券店頭オプ

ション取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

４．有価証券店頭指数

等スワップ取引 
0 0 0 0 0 0 
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 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

   
 岐阜県本巣市下真桑 546番地 3 

       臼井智浩公認会計士事務所 

       公認会計士 臼井智浩 

 

     愛知県小牧市中央 2丁目 116番地 

       公認会計士梅村圭輔事務所 

       公認会計士 梅村圭輔 
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Ⅳ．管理の状況 
  

１．内部管理の状況の概要 

(1) コンプライアンス体制 

当社は、金融商品取引市場の仲介者として社会的使命を自覚するとともにコンプライアンスを経営

の最も重要な課題のひとつと位置付け、取締役会及び経営会議では随時コンプライアンスの状況を報

告しております。内部管理体制の整備につきましては、内部管理部門の組織として本店に管理本部を

設置し、管理本部長を内部管理統括責任者とし、各部署に内部管理責任者を置きコンプライアンスの

徹底と意識の向上に努めています。 

 

○コンプライアンスプログラム 

当社では営業部門に、日本証券業協会規則に基づく「営業責任者、内部管理責任者」を置き、営業

活動や日々の業務が正しく行われているかをチェックしています。また、法令等の遵守に関する具体

的な実施プログラムとして、部課店長を主催者とするコンプライアンス会議を毎月開催しています。

部課店長はコンプライアンス会議の議題を部課店に持ち帰り、毎月の議題について討議し勉強会を行

ない、その内容は管理本部に報告されます。さらに、原則として２ヶ月に 1度、内部管理責任者のた

めの内部管理責任者会議を行い、法令遵守に係る各種の指導等を行っています。 

 

○コンプライアンスの周知 

内部管理の強化を図るため、コンプライアンスマニュアルや内部管理責任者マニュアルを作成し、

全役職員が常時閲覧出来る体制としています。 

 

○売買監理 

内部者取引の未然防止に係る管理及び株式等の価格形成に係る審査等を行い、不公正取引の排除を

図ることに努めています。また「犯罪収益移転防止法」第 9条に定められた疑わしい取引の届出を実

行する場合の社内の取り扱いについて定め、組織的犯罪、資金洗浄（マネーローンダリング）、テロ

リズムへの資金供与に関与し、犯罪収益等の拡大に利用されることを防止するよう取り組んでいます。 

 

(2) お客様からのご意見及び苦情に対する具体的な取扱い方法 

部課店においてお客様のご意見及び苦情等の申し出を受けた場合の取扱いはⅠの 10「苦情処理及び

紛争解決の体制」に記載したとおりであります。またお申出の内容について、期間を設けてとりまと

め、事例集として社員が常時閲覧出来る体制としているほか、毎月、経営会議に報告し、業務改善に

向けた取り組みに努めております。 

 

  (3) 内部監査体制 
管理部が、法令等遵守及びリスク管理を含む内部管理態勢の適切性及び有効性を評価及び検証する 

とともに、業務の健全かつ適切な運営の確保を図ることを目的として、内部監査を行っています。 
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 ２．分別管理の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

 ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
平成 29年 3月 31日現在の 

金額 

平成 30年 3 月 31日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 11,464 10,701 

顧客分別金信託額 11,484 10,721 

期末日現在の顧客分別金必要額 10,539 9,967 

 

 

 

  ② 有価証券の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 29年 3月 31日現在 平成 30年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 397,272千株 823千株 272,538千株 822千株 

債券 額面金額  5,217百万円 105,390百万円 4,319百万円 115,757百万円 

受益証券 口数 115,700百万口 3,134百万口 113,826百万口 2,934百万口 

その他 額面金額 0        0        0        0        

 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 29年 3月 31日現在 平成 30年 3月 31日現在 

数   量 数   量 
株券 株数     13,250千株     10,126千株 

債券 額面金額        0百万円        1百万円 

受益証券 口数       861百万口       840百万口 

 

 

  ③ 管理の状況 

項目 管理区分場所 保管の管理状況 

保護預り有価

証券 

日本電子計算、保振、   

証券会社、自社、日本銀行、

銀行 

委託・自己に区分し、個別に判別できるよう管理。 

一部債券混蔵管理。 

投信預託分は振替決済制度。 

混蔵保管は帳簿管理。 

代用有価証券 証金、保振、日本電子計算、

取引所、日本銀行、銀行 

委託・自己に区分し、個別に判別できるよう管理。 

投信預託分振替決済制度 

一部債券混蔵管理 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 
  

 

１．企業集団の構成 

   該当なし 

 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容

等 

商号又は名
称 

本店所在地 資本金 事業内容 

当社及び
子会社等
の保有す
る議決権
の数 

子会社等
の総株主
の議決権
に占める
当該保有
する議決
権の数の
割合 

株式会社 美ら

ヒルズ・マネジ

メント 

沖縄県名護市字豊原１８１番地 

 

10百万円 

 

安藤証券の委託

を受けて、有価証

券の計算・整理、 

帳簿の記帳・整理

等各種の事務処

理を行う。 

200口 

 

100％ 

 

カレラアセット

マ ネ ジ メ ン ト 

株式会社 

東京都中央区日本橋兜町１０－３ 

 

162百万円 

 

投資信託委託業 400口 50.6％ 

 

 

 

 

以  上 

 

商品有価証券 日本電子計算、証金、保振、

取引所、日本銀行 銀行 

銘柄別に管理。 

 

投資有価証券 日 本 電 子 計 算 、 保 振   

証金、取引所、 

銘柄別に管理。 

借入有価証券 証金、借入銀行 銘柄別に管理。 


